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（要旨〉

 

 

昭和

59

年度から開始された

「対

がん

10

カ年撒合戦略」及び

それに引き続き、平成

6

年度から開始さ

 

れた「がん克服新

10

か年戦略」により、遺伝子レベルでの病態の理解が進むなどがんの本態解明が進

 

展した

。

また胃がんをはじめとした各種がんの早期発見法や標準的な治療法の確立など診断、治療技

 

術

の目覚ましい進歩がみられた一方、

がんは昭和

56

年以降、依然として日本人の死亡原因の第

1

位を

 

占めている現状を踏ま

え、

今後一層

強力に取り組んでいく必要がある

ため今年度から「第

3

次対がん

10

 

か年総合

戦略」が開始されたものである。

 

 

第

3

次対がん

10

か年総合

戦略とは

、昨年

7

月

25

日に厚生労働大臣と文部科学大臣

の合意のもと策定

 

された新たな対がん戦略のことである。

 

 

 

 

第

1

次の対がん戦略である「対がん

10

カ年稔合戦略」が開始されたのは、昭和

59

年度にさかのぼ

る。

 

我が国では昭和

56

年にがんが脳卒中を抜いて、死亡原因の第

1

位となったことから、がんは全国民の

 

重大な関心事であり、省庁の枠組みを超えて取組むべき重要な問題である

として、当時の中曽根総理

 

の指示のもと、がん対策関係閣僚会議およびその下部組織としてがん対策専門家会議が開催され、旧

 

文部省、旧厚生省、旧科学技術省の

3

省庁の共同事業として推進することが決定されたものである。

 

対がん

10

カ年総合

戦略で取組まれた研究課題は以下の

6

分野である。

 

 

 

1

）ヒトがん遺伝子に関する研究

 

  

2

）ウイルスによるヒト発がんの研究

 

  

3

）発がん促進とその抑制に関する研究

 

  

4

）新しい早期診断技術の開発に関する研究

 

  

5

）新しい理論による治療法の開発に関する研究

 

  

6

）免疫の制御機構

および制御物質に関する研究

 

 

この対

がん

10

カ年総合戦略の推進により、環境中のがんを引き起こす原図になる変異原物質（肉や

 

魚を加熱調理した

ときに生じるヘテロサイクリックアミン類など）の発見、癌遺伝子や癌

抑制遺伝子

 

の発見などの成果が得られ、世界のがん研究の進歩と相まって「がんは遺伝子の異常によって起こる

 

病気である」という概念が確立した。

 

 

その後を引き継いで、平成

6

年度からは第

2

次の対がん戦略である「がん克服新

10

か年戦略」が開

 

始となり、がんの克服につなげる成果を上げるべ

く以下の

7

つの分野が設定され取組

みが行われてき

 

た。

 

 

 

1

）発がんの分子機構に関する研究

 

  

2

）転移・浸潤およびがん細胞の特性に関する研究

 

  

3

）がん体質と免疫に関する研究
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4

）がん予防に関する研究

 

  

5

）新しい診断技術の開発に関する研究

 

  

6

）新しい治療法の開発に関する研究

 

  

7

）がん患者の

QOL

に関する研究

 

 

これにより、遺伝子レベルでの病態の理解がさらに進むなどがんの本態解明の進展とともに、胃が

 

んをはじめとした各種がんの早期発見法や標準的な治療法の確立など診断、治療技術の目覚ましい進

 

歩がみられた。そして平成

15

年度が最終年度となった。

 

 

そこで新たに｢i

第

3

次対がん

10

か年総合戦略｣i

を策定するにあたり、

平成

13

年

8

月から我が国を

代表

 

するがんの専門家を集めて、「今後のがん研究のあり方に関する有識者会議」が開催された。約

2

年に

 

わたる議論の中で、これまでの

2

次にわたる対

がん戦略で推進されたがん研究の成果と今後に残され

 

た課題について詳細な総括が行われ、平成

15

年

3

月に報告書が取りまとめられた。これを受けて厚生

 

労働省と文部科学省で検討が行われ、「第

3

次対がん

10

か年給合戦略」が作られたものである。

 

 

以下、第

3

次対が

ん

10

か年給合戦略について解説を試みてみたい。

 

 

戦略を作るにあたっては、我が国のがん医療をめぐる現状の正確な分析が重要であるが、前文の中

 

で、これまでの対がん戦略の推進とともに、胃がん、子宮がんの死亡率が減少し、胃がんをはじめと

 

した各種がんの生存率は向上したが、国民のライフスタイルの変化などにより、大腸がん、乳がん、

 

前立腺がんなどのいわゆる欧米型のがんは増加傾向を続けており、がんは昭和

56

年以降、依然として

 

日本人の死亡原因の第

1

位を占め、現在ではその約

3

割を占めるに至っている。より有効な対策が取

 

ら

れない限り、がんの死亡者数は現在の

約

30

万人から

2020

年には

45

万人

まで増加するとの試算がある

 

ことが紹介され、さらなる研究の必要性やがん医療の向上のための施策の必要性について述べられて

 

いる。

 

 

この戦略の第一の特徴は、何と言っても｢�

がんの罹患

率と死亡率の激減を

目

指して｣�

というキャッチ

 

フレーズを掲げている点である。これは戦略の目標を明確に示しているものである。具体的な数値を

 

示して

いないではないかという批判があるかもしれないが、日本でがんの罹患

率や死亡率の実態が正

 

確につかめているとは言えない現状にあ

ることを考慮するとこれは画期的なことである。

 

次にキャッチフレーズに掲げた目標を達成するために

5

つの戦略目標を示していることである。

 

 

1

）進展が目覚しい生命科学の分野との連携を一層強力に進め、がんのより深い本態解明に迫る。

 

  

2

）

基礎研究の成果を幅広く予防、診断、治療に応用する。

 

  

3

）革新的ながんの予防、診断、治療法を開発する。

 

  

4

）がん予防の推進により、国民の生涯がん罹患

率を低減させる。

 

  

5

）全国どこでも、質の高いがん医療を受けることができるよう「均てん化」を図る。

 

 

そしてこの戦略目標

を

達成するために

、｢がん研究の推進」、｢

がん予防の推進

｣

及び「がん医療の向上

 

とそれを支える社会環境の整備」を

3

本柱として明確に位置づけている点である。これまでの戦略

は、

 

研究および研究支援事業の方向性を示したものであったが、今回の戦略では研究だけに留まらず、予

 

防対策の重要性を明確にするとともにその方向性を示し、それに加えてがん医療の向上のための社会

 

環境の整備についても重要性を明確にするとともにその方向性を示している。

 

 

それでは次に、それぞれの柱について概略を説明する。

 

 

第一の｢がん研究の推進｣

では、

これまでの研究の成果をふまえて、

5

つの分野を設定し取組むこと

 

としている。
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（

1

）

学横断的な発想と先端科学技術の導入に基づくがんの本態解明の飛躍的推進

 

 

（

2

）基礎研究の成果を積極的に予防・診断・治療へ応用するトランスレーショナル・リサーチ

 

    

 

の推進

 

  

（

3

）革新的な予防法の開発

 

  

（

4

）革新的な診断・治療法の開発

 

  

（

5

）がんの実態把握

とがん情報・診療技術の発信・普及

 

 

すなわち（

1

）

は、ゲノム研究などの進展が目覚ましい研究分野と連携を深めつつ、従来の学問領

 

域に囚われない学横断的な発想

に基づき、がんという複雑な病気の本態解明に挑むということ。（

2

）

 

は、これまでの我が国のがん研究の中でとりわけ研究が不足していたとされるトランスレーショナ

 

ル・リサーチに重点を置くということ。ここでトランスレーショナル・リサーチとは、基礎研究で得

 

られた成果を新しい予防法、診断法、治療法にむすびつける研究のことを指す。（

3

）、

（

4

）は、現在

 

のがん医療レベルをはるかに超えた医療を目指すべく、全く新しい予防法、診断法や治療法の開発に

 

挑むということ。（

5

）は、我が国でがんにかかる人の数、その種類、治療成績など

の正確な把握に取

 

組むことや、

IT

技術などを活用し、がん医療に関する信頼できる正確な情報をわかりやすく国民に伝

 

えるということ。

 

 

さらに詳細な重点的研究課題については、戦略の本文を参照されたい。なお厚生労働省ならびに文

 

部科学省では、これらの方針に基づき、それぞれの研究事業の中で独自の研究分野を設定し取組みが

 

行われることになる。

 

 

第二に「がん予防の推進」では、

4

つの事項を挙げている。

 

  

（

1

）がんの有効な予防法の確立

 

  

（

2

）がん予防に関する知識の普及の促進

 

  

（

3

）感染症に起因するがん予防対策

の充実

 

  

（

4

）がんの早期発見・早期治療

 

 

がん対策を進めるにあたっての重要な

3

本柱の一つとして、予防を特に位置づけている意義を十分

 

に考える必要がある。がんの予防については、厚生労働省の｢�

健康日本

21

｣

に基づく、たばこ対策の充

 

実や食生活の改善、がん検診の受診者数増加などの取組みが進められているところであるが、これら

 

の取組みの強化はもちろんのこと、より有効な予防法の確立に向けた研究の推進や感染に起因するが

 

ん（肝がん、子宮頚がん、一部の胃がん、白血病）の予防対策の充実や国立がんセンターがん予防・

 

検診

研究センターを中心とした新しい検診方法の研究開発やその普及などを行うこととしている。

 

第三に「がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備」では、

4

つの事項を挙げている。

 

 

 

（

1

）がん研究・治療の中核的拠点機能の強化等

 

  

（

2

）がん医療の「均てん化」

 

     

�@がん診療拠点病院の整備

 

     

�Aがん専門医の育成

 

 

（

3

）がん患者等の生活の質′伯

OL

）の向上

 

 

（

4

）国際協力・国際交流の促進並びに産官学協力の推進

 

 

すなわち（

1

）は、これまでも国立がんセンター、大学病院、放射線医学総合研究所をはじめとし

 

て、がん医療向上のための体制整備がはかられてきたところであるが、今後、がん研究およびその推

 

進事業をより統一的に強力に推進するために、国立がんセンター等のがん研究・治療の中核的拠点機

 

能の強化をはかるということ。（

2

）は、全国どこでも質の高い最適ながん医療が受けられる体制を整

 


[image: image4.wmf]備するという、いわゆるがん医療の｢均てん化｣

に取組む。そのために、がん患者が日常の生活圏域の

 

中で質の高い最連ながん医療を受ける事が出来るよう、

2

次医療圏に

1

カ所程度整備することとして

 

いる地域がん診療拠点病院の指定を推進するという

こと。

 

また日進月歩のがん医療を適切に提供していくために、がんの手術療法、化学療法、放射線療法等に

 

通じた各分野のがん専門医の育成をますます進めるということ。（

3

）は、がんの闘病に伴う身体的お

 

よび精神的苦痛

を出来る限り軽減するために一層の研究をすすめることや全国的に緩和

医療の提供で

 

きる体制の整備をはかるということ。（

4

）は、研究の遅れている国への国際協力や研究の進んでいる

 

国との国際交流を進める。それに加え、産官学の連携の推進による基礎研究成果の臨床応用の推進を

 

はかるということ。

 

 

新戦略は、まさに始

まったばかりであり、厚生労働省、文部科学省を中心として、我が国のあらゆ

 

る機関に属する研究者（がん研究者だけにとどまらない）、医療関係者、国民とそれぞれの立場からの

 

総力

を挙げた今後

10

年の

取組みが非常に

重要であることを指摘しておきたい。最後に、「第

3

次対がん

 

10

か年総合戦略

」

がこれまでの戦略と同様あるいはそれ以上の成果を

上

げ、

10

年後の我が国のがん医療

 

が世界の中で理想とされる日が来ることを願いたい。

 


